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要旨 
 
全国各地の農山漁村において、観光客の誘致とこれを契機とした関係人口の
増大を目指した地域づくりの取り組みが積極的に進められつつある中、漁村景
観が観光資源として注目されつつある（農林水産省 2015）。それに伴い、漁業
に要する設備や技術（以下、漁業資産と表記）の「転用」による漁業体験や漁船
ツアー等の観光産業も徐々に活発化し始めている（婁 2013）。こうした取り組
みの一成果として、近年では地域外の人間が観光を通して景観やそこでの暮ら
しに魅力を感じ、実際に漁村に移住する事例も見られるようになった（水産庁
2015）。一方で、漁村景観は、漁業に係る行為の所産であり、漁業資産が地域内
の地縁・血縁関係の中で代々「継承」注）されることで維持されてきた。しかし、
多くの漁村では漁業の担い手の減少が著しい（濱田 2014）為、例え一定の移住・
定住人口が見込まれる地域であっても、漁業資産の継承が途絶えてしまうと、価
値ある漁村景観を恒常的に維持していくことはできない。 
以上を踏まえ本稿では、前述の「継承」の解釈を拡張し、漁業資産を「地縁・
血縁の有無ならびに転用の有無を問わず引き継ぐこと」と定義する。すなわち、
今後の漁村景観を維持していく上で、1）地縁・血縁を有する者のみならず、地
域外からの移住者等が漁業資産を継承すること、2）漁業のみならず、観光産業
等への活用を前提に漁業資産を継承すること、の 2 点を積極的に許容すべきと
いう認識に立つ。その上で、伝統的建造物群保存地区に選定された舟屋の町並み
が人気で観光客が増加し、上記 1）2）の事例が多発していると想定される、京
都府伊根町伊根浦集落を対象に、以下の3点を明らかにすることを目的とする。 
	
（1）伊根浦集落における漁業資産の転用の現況（2章） 
（2）転用の有無に着目した漁業資産の継承の障壁（3章） 
（3）各事例に見る、漁業資産の継承に至った要因（4章） 
	
本稿は以下 5 章で構成される。第 1 章では研究の背景と目的、研究の枠組み、
既往研究の整理と研究の位置付け、論文の構成と調査方法、用語の定義を記し
た。 
 2 
		第 2 章では伊根浦集落における漁業資産の転用の現況を把握するために、行
政施策や計画書、観光協会発行のパンフレット等の文献調査と併せて、筆者によ
る行政職員へのヒアリングを行った。その結果、伊根浦集落は平成 5 年にドラ
マの舞台になったことを契機として、舟屋景観を中心とした集落の価値が全国
的に認識されるようになったことが明らかになった。それに伴い、舟屋の宿泊施
設への転用や、船で湾内をめぐる海上タクシーや観光客向け釣り船の操業、漁具
の見学など、漁業資産の転用が多数発生していることが分かった。しかし、漁業
資産を所有・利用できる者が制限されており、地域外からの移住者等が漁業資産
を所有・利用し難い状況も明らかになった。 
そこで第 3章では、2章で転用が確認された舟屋、船、漁業技術、漁具の継承に
際する障壁について、漁業資産の所有者 17名への半構造化インタビューを実施
した。結果として、漁具を除く以下 3 点について明確な障壁の存在が確認され
た。 
まず、舟屋は地縁・血縁を有さない者はもとより、地縁を有する者でも転用の有
無に関わらず「地縁関係の強さ故の不安」が主な障壁として存在することが分か
った。また、その結果として、空き家となった舟屋の情報が公に流通せず、血縁
を有さない者の舟屋の継承を妨げていることが分かった。 
次に、船は転用無しの場合、地縁・血縁の有無に関わらず、状態の悪い中古船を
譲り受けることによる後々の「維持管理費の高さ」が主な障壁として存在してい
た。転用有りの場合、釣り船や海上タクシー等としての利用が想定されるが、特
に地縁・血縁を有さない者が継承する際には、海の主利用者である「漁業者との
関係性」、「地縁関係の強さ」が主な障壁となることが分かった。また、地縁・血
縁を有さない者には転用の有無に関わらず、「係留するスペースの制約」が付随
することも分かった。 
そして、漁業技術は特に地縁・血縁を有さない者が転用無しで継承する場合、弟
子につく親方の「経営的な困難」が、転用有りの場合、集落内の「地縁関係の強
さ」が主な障壁として存在していた。 
以上、舟屋・船・漁業技術それぞれで継承の障壁の細部は異なるが、主として
地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承する場合において、漁村地域特有の社
会関係の強さが障壁となり、継承を妨げている傾向があった。 
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第 4 章では、第 3 章で明らかになった障壁に対応して継承に至った事例の分析
を行い、円滑な継承を促した要因を明らかにした。 
 まず、舟屋の継承においては「地縁関係の強さ故の不安」に、同地区の地縁関
係を有する信頼できる者に売買を依頼することで対応し、転用有りの継承に至
る事例が確認された。また、元の所有者との間に地縁関係を有する者が仲介に入
ることで対応し、地縁・血縁を有さない者が転用無しの継承に至る事例も見られ
た。 
次に、船の継承においては、「維持管理費の高さ」へ補助金を活用して一定程度
対応する事例が確認された。また、「漁業者との関係性」、「地縁関係の強さ」へ
は地縁・血縁を有さない者が漁業権所有者の権利名義を借りる形で対応し、転用
有りの継承に至っている事例が確認された。また、「係留するスペースの制約」
に、舟屋所有者と地縁関係を持つ者が係留を依頼して対応している事例も確認
されたが、これは舟屋と船の係留スペースが一体となっている伊根浦集落特有
の現象だと言える。 
そして、漁業技術の継承においては「経営的な困難」に対して、国や町の補助金
を活用しながら、あるいは定置網漁の会社で安定した収入を得ることで対応し、
転用無しの継承に至る事例が確認された。「地縁関係の強さ」に対しては、地域
の行事に積極的に参加する等して、地縁・血縁に代わる信頼を獲得することで対
応し、地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承している事例が確認された。 
最後に、第 5 章では 4 章までで明らかになったことを総括したうえで、今後の
伊根、ひいては漁村景観を維持していくための提言を行った。今後も漁業者が減
少する傾向は続き、集落内には継承されない漁業資産が増加していくと推察さ
れる。本研究中において、地縁を有する者が仲介に入ることで、あるいは漁業権
利者の名義を借りることで地縁・血縁を有さない者が漁業資産の継承に至る事
例が確認されたように、例えば引継ぎが成されない漁業資産を地縁・血縁を有す
る者にまずは集約しておき、その人間の判断により地縁・血縁を持たない者が転
用の有無を問わず継承していく仕組みの構築等が考えられる。 
 
注）：「継承」の定義について定まったものは無いが、例えば地井（1986）は、文 0-1）「漁村地域においても、近代的な
社会資本投資が行われるよりはるか前から、地域住民による自律的な社会資本の蓄積が行われてきていた…（中略）…
こうした自律的な社会資本の蓄積は用具、漁具、漁船の建造にまで及ぶ広範囲に渡って行われてきた」と述べており、
地縁・血縁関係を有する社会集団の中で漁業資産の引き継ぎが行われてきたことが分かる。 
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	序論 
 
1-1 研究の背景 
全国各地の農山漁村において、観光客の誘致とこれを契機とした関係人口の
増大を目指した地域づくりの取り組みが積極的に進められつつある。その中で、
漁村景観の持つ魅力が観光資源として注目されつつある（農林水産省 2015）。
それに伴い、漁業に要する設備や技術（以下、漁業資産と表記）の「転用」によ
る漁業体験や漁船ツアー等の観光産業も徐々に活発化し始めている（婁 2013）。 
こうした取り組みの一成果として、近年では地域外の人間が観光を通して景
観やそこでの暮らしに魅力を感じ、実際に漁村に移住する事例も見られるよう
になった（水産庁 2015）。 
一方で、漁村景観は、地場産業である漁業に係る行為の所産として立ち現れる
文化的景観であり、漁業資産が地域内の地縁・血縁関係の中で代々「継承」（注1-
1）されることで維持されてきた。しかし、多くの漁村では漁業の担い手の減少
が著しい（濱田 2014）為、例え一定の移住・定住人口が見込まれる地域であ
っても、漁業資産の継承が途絶えてしまうと、価値ある漁村景観を恒常的に維
持していくことはできない。このような文化的景観は観光まちづくり等への地
域づくりに活用されていくことも期待されており、景観を成立させている生
業・生活を維持・継続する動態的な保全・活用の議論が必須である（神吉
2010）。 
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1-2 研究の枠組みと目的 
先述した背景から、本研究では、「継承」の解釈を拡張し、漁業資産を「地縁・
血縁の有無ならびに転用の有無を問わず引き継ぐこと」と定義した上で、図 1-1
のような枠組みを設定する。すなわち、今後、漁村景観を維持していく上で、1）
地縁・血縁を有する者のみならず、地域外からの移住者が漁業資産を継承するこ
と（図 1-1 中の横軸）、2)漁業を中心とした地場産業のみならず、観光業等への
活用を前提に漁業資産を継承すること（図 1-1 中の縦軸）、の 2点を積極的に許
容すべきとの認識に立つ。その上で、伝統的建造物群保存地区に選定された舟屋
の町並みが人気で観光客が増加し、上記 1）2）の事例が多発していると想定さ
れる、京都府伊根町伊根浦集落を調査対象に以下の 3 点を明らかにすることを
目的とする。 
 
1） 伊根浦集落における漁業資産の転用の現況（2章） 
2） 転用の有無に着目した漁業資産の継承の障壁（3章） 
3） 各事例に見る漁業資産の継承に至った要因（4章） 
	
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-1   2 つの認識に基づく継承の定義の拡張 
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1-3 既往研究の整理と研究の位置付け 
 
（1）	集落環境の維持管理について扱った研究 
地域固有の環境や景観の維持という観点から集落環境の維持管理を論じた研
究には多くの蓄積がある。齋藤ら（1-1～1-4）は農村空間管理計画論に向けて、
集落域のどの部分を農地として維持・再生するかを検討するために綿密な調
査より一連の研究を行っている。山崎ら（1-5）は農村における共同の維持管
理の実態を明らかにし、細田ら（1-6）は集落外へ転出した家族を「地域外家
族」と定義し農作業の労働力と捉えた上で、中山間地域の農業支援に際して農
家だけでなく地域外家族も含めた家族像を捉え直すことの必要性を論じてい
る。しかし、これらはいずれも農山村を対象としており、集落域における資産
の維持管理の担い手は地縁・血縁を有する者に限られている。また資産の転用
をも含めた維持管理・引き継ぎには着目していない。 
 
1-1) 斎藤雪彦、中村攻、木下勇、筒井義富、椎野亜紀夫：中山間地農村における生産、居住空
間の空間管理作業に関する研究-茨城県大子町大沢中集落をケーススタディとして-日本
建築学会計画系論文集、第 527 号,pp155-162.2000.1 
 
1-2) 齋藤雪彦、中村攻、木下勇：中山間地域における集落域の空間管理に関する基礎的研究-
兵庫県養父町内 2集落を事例として-農村計画学会誌 Vol.18,No.4,2000.03 
 
1-3) 齋藤雪彦：中山間水田作集落における生産、居住空間の空間管理作業に関する研究,日本
建築学会計画系論文集,539,pp163-170,2001.1 
 
1-4) 齋藤雪彦、吉田友彦、高梨正彦、椎野亜紀夫：都市近郊農村地域における集落域の空間管
理の粗放化に関する基礎的研究-茨城県つくば市N集落をケーススタディとして-,日本建
築学会計画系論文集,566,pp39-46,2003,04 
 
1-5) 山崎義人,後藤春彦：長野市の山間部の集落における共同の維持管理の差異とその要因に
関する研究,日本建築学会計画系論文集,572,pp83-90,2003.10 
 
1-6) 細田祥子,後藤春彦,山崎義人：中山間地域における地域外家族による農作業の労働力の特
徴と意義~長野市信更地区赤田区を事例として~,日本建築学会計画系論文集,574,pp69-
76,2003.12 
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（2）	文化的景観のマネジメントについて扱った研究 
生業と自然との相互作用によって立ち現れる「文化的景観」のマネジメント
に主眼を置いた研究にも一定の蓄積がある。宮脇ら（2-1）は千葉県北部の景
観を特徴付けている水系に着目し、水塚とその屋敷林の現状と所有者の意識
を明らかにすることから景観保全の在り方を論じている。山口ら（2-2）は窯
業集落において伝統的な窯業を生業として営み続けることができた条件と、
その生業の変容が景観にどのような影響を及ぼしているかに着目し、文化的
景観の保全に必要な要件とその課題を明らかにしている。安楽ら（2-3）は果
樹産地の耕作範囲の縮減過程において、まとまりのある景観を維持していく
ためのマネジメントの仕方について論じ、丸谷ら（2-4）は窯業集落において
作陶と文化的景観の関係を明らかにし、目に見えない人間と自然との関係か
らなる景観を把握するための分析手法を提示している。熊澤ら（2-6）は食に
関する文化的景観を明らかにするためにテロワールに着目した上で、その景
観を活かした地域づくり手法まで提示するより実践的な研究を行っている。 
また、鎧塚ら（2-5）は漁村景観を研究対象地として扱っており、熊本県天
草市崎津地区を事例に、「カケ」と「トウヤ」と呼ばれる構造物を特徴とする
「漁村景観」が維持されてきた背景を明らかにしている。この中で、地域の地
場産業である漁業が衰退し、「カケ」へ係留される船が余暇用の船に代わって
も漁村景観が維持されていくのではないかという示唆を得ている。 
しかし、これらは 2-3 が地域外からの I ターン者を果樹園の担い手として
捉えている以外は、生業の担い手や景観の要素となる資産の所有・利用者が地
縁・血縁を有する者に限られており、転用も想定されていない。 
 
2-1) 宮脇勝、深谷正則：千葉地域の利根川水系における水塚及び屋敷林の文化的景観に関す
る研究,日本都市計画学会都市計画論文集No.43-3,pp673-678 
 
2-2) 山口知恵、松本将一郎、西山徳明：小鹿田焼の里皿山における伝統的な制御宇野持続と
文化的景観の保全に関する研究 ,日本建築学会計画系論文集 ,74,644,pp2215-
2222,2009.10 
 
2-3) 安楽あてね,後藤春彦,佐藤宏亮：集落域での縮減過程における文化的景観のマネジメント
に関する研究-果樹産地である愛媛県明浜町狩浜地区を対象として-,日本建築学会計画系
論文集,75,655,pp2147-2156,2010.9 
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2-4) 丸谷耕太,山下三平,内山忠,小川勇樹：小石原焼の里における作陶に関わる文化的景観の
変容に関する研究,日本都市計画学会,都市計画論文集 vol49,No1,2014.1 
 
2-5) 鎧塚典子,山本祐大,島英浩,形田夏実,吉田国光:熊本県天草市崎津における漁村景観の維
持の背景-保全活動と生業変化に着目して-地理科学,vol.70 no.1,pp1-21,2015 
 
2-6) 熊澤貴之,木村明日香,一ノ瀬彩：食と景観のテロワールを考慮した地域づくり手法の構築
-干しいも産地である茨城県ひたちなか市を対象として-日本建築学会計画系論文
集,81,730,2673-2682,2016,12 
 
 
（3）	都市農村交流と景観の維持・保全について扱った研究 
都市農村交流の枠組みの中で、景観の保全を図ることに着目した研究も幾つ
か見受けられる。齋藤ら（3-1）はグリーン・ツーリズムの観光計画の中に景観
管理のシステムを内包させるための基礎的な研究を行っている。この中で空間
管理の担い手として都市住民がボランティア的に関わることが想定されている
が可能性の検討レベルに留まっている。北澤（3-2）は都市農村交流の枠組みに
おける景観づくり活動の推進を図ることに着目し、関係主体間の連携体制の構
築のための要件ならびに活動推進の課題を明らかにしているが、組織体制の構
築に着目したものであり、空間や資産の管理には触れられていない。 
 
3-1) 齋藤雪彦,筒井義富,椎野亜紀夫：「景観管理システムを内包させたグリーンツーリズムの
計画に関する検討-長野県高森町大島山集落を事例として-,農村計画学会論文集 
No4,pp103-108 
3-2) 都市農村交流を活用した農村景観の保全・成活動に関する分析-岐阜県恵那市富田地区を
事例として-,農村計画学会誌 27 巻論文特集号,2009.2 
 
 
本研究は、観光地化の進む漁村を対象として、景観を形作っている漁業資産
の所有・利用者を 1）地縁・血縁を有する者のみならず、地縁・血縁を有して
いない者まで捉えた点、かつ、2)漁業だけでなく観光産業等への活用を前提と
した所有・利用をも漁業資産の継承と捉えている点、以上 2点に新規性がある
と言える。 
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1-4 論文の構成と研究の方法 
 
本論文は、全 5章で構成される（図 1-2）。 
第 1 章では、研究の背景、研究の枠組みと目的、研究の位置付けと論文の構
成、調査方法、用語の定義を記した。 
第 2 章では、まず、伊根町公式ホームページや各施策や計画書、教育委員会
発行の「伝統的建造物群保存対策調査報告書」、伊根浦集落に関する既往研究等
の文献のレビューを行い、伊根浦集落ならびに基幹産業である漁業の概要を把
握した。また、筆者による行政職員へのヒアリングを実施し、伊根町の観光地と
しての変遷、取り組みを明らかにした。その後に、観光協会の公式HPと観光協
会発行の観光情報冊子「伊根なび」より伊根浦集落における漁業資産を転用した
観光プログラムを漁業資産の定義に基づき抽出し、そこで利用されている漁業
資産の実態を把握した。 
第 3 章では、漁業資産の所有者全１７名への半構造化インタビューにより、
第 2章で転用が確認された漁業資産(舟屋、船、漁業技術)それぞれの継承に際す
る障壁を転用の有無に着目して明らかにした。 
 第 4章では、第 3章で調査対象とした漁業資産所有者の中から、第 3章で明
らかになった課題に明確な対応して継承に至っている事例を取り上げ、どのよ
うに継承に至っているのかを分析することにより、継承に至った要因を明らか
にした。 
第 5 章では、2 章から 4 章まで明らかになったことを総括した上で、今後の
伊根、ひいては漁村の価値ある景観を維持していくための提言と、今後の課題を
記した。 
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図 1-2   研究のフロー 
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1-5 用語の定義 
 
「漁業資産」 
一次産業としての漁業に要する設備や技術のこと。本稿では遊休のものも含
む。 
 
「継承」 
地縁・血縁ならびに転用の有無を問わず引き継ぐこと。 
 
 
「転用」 
一次産業としての漁業の用途以外で漁業資産を利用すること。	
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	伊根浦集落における漁業資産の転用の現況 
 
2-1 はじめに 
第 2 章では研究対象地である（1）伊根浦集落の概要を明らかにすると共に、
（2）伊根町の観光地としての変遷と漁業資産の転用の現況を明らかにした。 
（1）については伊根町の公式HPや、伊根町発行の「伊根町の水産」、教育委員
会発行の「伊根浦伝統的建造物群保存対策調査報告書」、及び関連既往研究や文
献等のレビュー,(2)については、筆者による行政職員へのヒアリングと併せて、
伊根町発行の計画書や施策書のレビューより把握したほか、伊根町観光協会HP
と観光協会発行の観光情報冊子「伊根なび」より伊根浦集落における漁業資産を
転用した観光プログラムを列挙し、そこで転用されている漁業資産の実態を明
らかにした。 
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2-2 研究対象地の概要 
研究対象地である伊根浦集落が所在する伊根町は、京都府の丹後半島の東北
端に位置する人口 2307 人注2-1）の町である（図 2-1）。1954 年に伊根村、朝妻村、
本庄村、筒川村の 4 村が合併して伊根町となり、現在、旧村名はそれぞれ伊根
地区、朝妻地区、本庄地区と呼ばれている。高齢化率は 46.3%注 2-2）であり、人口
減少・高齢化が進む課題先進地である。伊根浦集落は、伊根町の南端に位置する
人口 917 人の集落であり、湾を取り囲むように軒を連ねる舟屋の景観が特徴的
な漁村であり（写真 2-1,写真 2-2）。平成 17 年に漁村として初めて重要伝統的
建造物群保存地区（以下、重伝建地区）選定された。本稿では重伝建地区に指定
された範域を「伊根浦集落」とする。 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
図 2-1   伊根浦集落の地勢 
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写真 2-1  伊根浦の舟屋景観（筆者撮影） 
 
 
写真 2-2   伊根浦の舟屋景観 2（筆者撮影） 
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伊根浦集落の基幹産業は漁業と観光業である注2-3）まず、漁業の基礎的概要を伊
根町公式ホームページ,伊根町発行「伊根町の水産」のレビューより明らかにし
た。 
伊根浦沿岸域は好漁場であり、伊根浦漁業株式会社による大型定置網漁が行
われているほか、個人による小型定置網、延縄漁、イカ釣りが営まれ、湾内では
水産会社によるぶりの養殖のほか、大型クロマグロの蓄養も行われている。定置
網漁業では、他の一次産業と同様に、従事者の高齢化が進んでおり、近年は町外
から移住して就業する者が増えている。個人漁業の釣り・延縄、養殖等は漁獲
量・金額共に減少傾向にあり、漁業者の減少・高齢化に起因していると考えられ
る。水産資源の減少・魚価の低迷により経営が不安定なところが若年層の就業を
妨げていると考えられ、担い手の確保が急務となっている。 
伊根浦の漁業を語るのに欠かせないのが「舟屋」（写真 2-3）である。 
舟屋は元来、船を格納し、網を干したり漁具や家財の保管に使われたりするな
ど、漁業と密接に関わった建物だったが、戦後に漁船の動力化、大型化により船
が入らなかったこと、併せて船が FRP（化学繊維強化プラスチック）化したこ
とで、舟屋に引き上げても腐らなくなったこと等の事情が合わさり、現在では、
1階は漁船魚貝の保管場所、2階に住居を設けるという形式が一般的になってい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-3   伊根浦の景観を特徴付ける舟屋（筆者撮影）  
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2-3 伊根浦集落の観光地としての変遷 
次に、伊根浦の観光地としての変遷を伊根町発行の文献等のレビューや筆者
による行政職員 K 氏へのヒアリングにより把握し、観光に関連する伊根浦集落
内外の施策・計画・取り組みを時系列に沿って整理した。 
 
表 2-1 伊根浦集落内外の観光に関する施策・取り組み 
	
観光に関連する伊根浦集落内外の施策・計画の内容を整理すると 4 つのター
ニングポイントがあることが明らかになった。 
	
（1）	テレビドラマの舞台になり、舟屋景観の価値が地域内外に認識される 
 
	伊根浦集落は平成 5年にNHKの連続テレビドラマ小説「ええにょぼ」の舞台
となったことを契機に観光地へ向かった。ドラマ放映までは 20万人以下で推移
していた観光入込客数が平成 5年には 38万人を超える数字を記録している。ド
ラマ放映までは町全体として観光客の来訪を意識した施策や取り組みは特に行
なっていなかったという。「当時のポスターを見ても、昔ながらの水着のお姉ち
ゃんがビールを片手に持っている、という観光ポスターなんですよ。それが平成
5年以降は舟屋が注目されたということで、ポスターも舟屋の景色のものになっ
て」と K 氏は述べており、ドラマ放映を契機として舟屋景観の持つ価値が全国
的に認識されたことが明らかになった。 
	
（2）	伊根浦集落が重伝建地区に選定される 
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平成 5 年のドラマ放映を機に舟屋を中心とした漁村景観の価値が地域内外に
認識されたこと、また、地盤沈下対策として舟屋の前面をコンクリートで塞ぐな
どの対策が取られ始め、舟屋の形態に変化が現れ始めたことを契機に、住民、マ
スコミから舟屋の保存対策を望む声が上り始める。平成 6 年には「舟屋群保存
検討委員会」が発足し、舟屋保存手法、基本方針等の検討が始まった。その後も
住民による研究会の組織や、保全計画の策定、保存対策調査等が重ねられ、平成
17年に漁村として初めて重伝建地区に選定された。 
 
 
（3）	観光協会が商工会から独立 
 
重伝建地区に指定されたことを受け、舟屋景観を活かし、観光客の誘致を通し
た地域づくりの機運が本格的に高まった。その象徴として、平成 20年に観光協
会が商工会から独立している。それまでは商工会の下部組織として観光協会が
存在しており、職員も商工会からの派遣という組織形態だった。K氏によれば、
観光協会独立後は舟屋景観の見学を中心としたまち歩きのガイドや、外国人対
応の職員の採用等活動内容が充実したという。また、この頃より舟屋を転用した
民宿の開業支援制度の整備（平成 20年,平成 21 年）や、湾内を船で巡る海上タ
クシーの操業（H19～）等も開始された。 
 
 
（4）	伊根浦観光振興ビジョンの策定 
 
平成 24年に、伊根町としては初めての独立した観光計画である「伊根浦観光
振興ビジョン」が策定される。本計画では、観光客の誘致のための戦略、施策を
明確に打ち出している。また、その翌年には丹後半島「海の京都観光圏整備計画」
が国交省により策定され、その一成果として、平成 29年に観光交流施設「舟屋
日和」がオープンした。 
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以上より、伊根浦集落は平成 5 年にテレビドラマの舞台になったことを契機
として舟屋を中心とした漁村景観の価値が地域内外に認識され、重伝建地区へ
の選定を経て、観光客の誘致を狙いとする施策や取り組みが地域内外で増加し
つつあることが明らかになった。 
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2-4 伊根浦集落における漁業資産の転用の現況 
前節で明らかになったことより、本節では、伊根浦集落の地場産業である漁業
に要する設備や技術を転用した観光プログラムを列挙し、そこから転用が進ん
でいる漁業資産を抽出することを目的とする。 
調査方法は、伊根町観光協会HPおよび伊根町観光協会発行の「伊根なび」よ
り、漁業資産を転用した観光プログラム名を列挙すると共に、そこで転用されて
いる漁業資産を抽出した。なお、漁業資産の定義は第 1 章：1-5 に記した定義
（一次産業としての漁業に要する設備や技術。加工や販売等の二次産業、三次産
業は含まない）に基づく。 
上述の調査の結果を以下に示す（表 2-2）。 
	
表 2-2 伊根浦集落における漁業資産を転用した観光プログラム 
伊根浦集落においては「漁業技術」の転用のほか、設備面では「舟屋」「船」
「漁具」の転用が確認された。漁業資産を転用した観光プログラムは全部で 28
件確認され、舟屋を転用した観光プログラムは 15 件、船を転用したものは 13
件、漁業技術を転用したものは 8 件、漁具を転用したものが 4 件確認された。
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舟屋に関しては、伊根浦には 230 軒の舟屋がある為、およそ 6.5%の舟屋が転用
されていると言える。舟屋は宿泊施設への転用が数多く見られ、船は湾内を回遊
する海上タクシーへの転用が、技術は釣り船への転用が主に確認された。漁具は
製作体験やまちあるきガイドの中に見学体験という形式で組み込まれているこ
とが分かった（図 2-4,2-5,2-6,2-7）。 
	
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-4  舟屋を転用した宿泊施設（筆者撮影） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-5  船を転用した海上タクシー（事業主より拝借） 
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写真 2-6  漁業技術を転用した釣り船（筆者撮影） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2-7  漁具を転用した見学体験（筆者撮影） 
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2-5 伊根浦集落における転用が進む漁業資産の所有・利用の実態 
 前節において、伊根浦集落においては舟屋、船、漁業技術、漁具において転
用が確認された。そこで、これらの転用が進む漁業資産の実態について明らか
にするため、伊根浦集落を俯瞰する存在であると考えられる、元観光協会職員
S氏、行政職員M氏へヒアリングを行った。その結果、漁具については明確な
証言が得られなかったが、舟屋、船、技術について以下のことが明らかになっ
た。 
	
（１）舟屋の所有・利用の実態 
 
転用が進んでいる舟屋の所有者の多くが血縁を有する者であり、血縁を有さ
ない者が舟屋を転用している事例はごく僅かである。地縁・血縁を有さない S
氏は次のように述べている。 
「舟屋の民宿をやっているのは基本的に持ち家ですね。たぶん周りの人も血
縁がないと借りるのも難しいですし。僕とかじゃまだまだ無理です」 
 「なかなかやっぱり舟屋は手に入らないですね。この辺（伊根浦）の出身では
ないけど、伊根町民ではある人、しかも、別にどこか行って戻ってきたわけじゃ
なくて（伊根町に）ずっといた人。そういう人でもなかなか見つからないってい
うのもあって。もう僕なんてラッキーですよ、借りられたら」 
以上の発言から、舟屋は血縁を有さない者による所有・利用が難しいことが
窺える。 
	
（２）船の所有・利用の実態 
 
船を転用した海上タクシーや遊漁船についてM氏は次のように述べてい
る。「船を買って、いきなり新しく来た人がやるというのは難しいような…基
本的に他所の船は漁協の許可がないと係留さえさせてくれません。漁業者の人
の理解がないと…」 
全くの新参者が船を使って観光事業を行おうとしても、係留する場所の問題
や漁業者の理解を得る必要があることが窺えた。 
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（３）漁業技術の所有・利用の実態 
 
伊根町役場元水産課M氏へのヒアリングで以下のことが明らかになった。 
漁業はその職業の性質上、新規参入が極めて難しい。これは漁業を営む権利
である漁業権の取得のし難さ、とも言い換えることができる。一般的に、漁業
を営む場合、漁業の会社に勤務するか個人漁師として漁を営むかというところ
で立場が大きく２分される。漁業会社に勤務する分には、会社が漁業権を保持
しているために、社員一人一人が漁業権を取得する必要はないが、個人漁を営
む場合、漁協に出資金を払い漁業権を取得する必要がある。出資金の金額の大
小は地域によって様々ではあるが 100 万円は最低ラインであるとされる。なお
かつ、ただ出資すれば取得可能というわけではなく、漁業に従事した日数が一
定以上必要であり、加えてどれだけ信頼に足る人間かということを地域の審査
会で判断される。漁業を操業予定の地域に居住していることも必要条件であ
り、漁業権は容易に取得できる権利ではない。「伊根の場合は一つの家に一つ
の漁業権。例えばお父さんが漁業権を持ってるんじゃなくて、お父さんも子供
とかもみんな持ってるような感じ。例えばM家にあるみたいな。おじいさん
が出資金を払って漁業権を取得すると、おじいさんが死んだとしても次はお父
さんに漁業権がいくんですよね。それがどんどん継承されていく。サラリーマ
ンやっていたとしても漁業権がありますから。そういうような感じなんですよ
伊根は」とM氏が述べているように、伊根においては血縁関係の中で漁業権
が継承されていくことも分かった。 
	
	
以上より、漁業資産を所有・利用できる者が制限されており、地域外からの移
住者等が漁業資産を所有・利用し難い状況が明らかになった。 
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2-6 小結 
本章では、伊根浦集落の概要を明らかにすると共に、伊根町の観光地として
の変遷と漁業資産の転用の現況を明らかにした。 
伊根浦集落は平成 5年にテレビドラマの舞台となったことを契機として、舟
屋景観を主とした集落の価値が地域内外に認識されたことが明らかになった。
それ以降、重伝建地区への選定を経て、近年では舟屋景観の活用を中心とした
観光客の誘致を狙いとした施策や取り組みが増加していることも明らかになっ
た。 
漁業資産を転用した観光プログラムを 1-5 の定義に基づき列挙すると、伊根
浦集落では、舟屋、船、漁業技術、漁具の 4種の漁業資産の転用が確認され
た。舟屋は主に宿泊施設へ、船は海上タクシーへ、漁業技術は釣り船への転用
が確認され、漁具はまちあるきツアーの中に見学体験をして組み込まれる形で
転用されていた。 
しかし、集落内の漁業資産は所有・利用できる者が主に地縁・血縁を有する
者に制限されており、地域外からの移住者等が所有・利用し難い状況も明らか
になった。 
そこで、次章では本章で転用が確認された漁業資産の継承に際する障壁を詳
細に明らかにする。 
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	転用の有無に着目した漁業資源の継承に際する障壁 
 
3-1 はじめに 
 第 2 章では、伊根浦集落に存在する漁業資産のうち、「舟屋」、「船」、「漁業技
術」、「漁具」において転用が発生していることが確認された。しかし、漁業資産
を所有・利用できる者が主に地縁・血縁を有する者に制限されており、地域外か
らの移住者等が漁業資産を所有・利用し難い可能性も示唆された。そこで本章で
は、それらの漁業資産の継承の障壁を転用の有無に着目して明らかにすること
を目的とする。調査概要は以下の通りである（表 3-1,3-2,）。 
 
表 3-1 半構造化インタビュー調査概要 
	
	
 
 
 
表 3-2   調査対象者一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
表 3-2 インタビュー対象者一覧 
表 3-1 半構造化インタビュー調査概要 
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調査の結果、漁具を除く漁業資産「舟屋」「船」「漁業技術」について明確な障
壁が確認された。以下、その詳細を述べていく。 
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3-2 転用の有無に着目した舟屋の継承に際する障壁 
 聴取した発言を、継承する者の地縁・血縁の有無、漁業資産の転用の有無に着
目し、舟屋の継承に際する障壁をKJ 法に基づき整理した（表 3-3）。注3-1 
	
表 3-3  舟屋の継承に際する障壁 
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3-3-2「思い入れの強さ故の不安」（表 3-3:番号①） 
 
	地縁・血縁を有さない者が継承する場合、転用の有無に関わらず障壁として
存在することが明らかになった。「先祖代々受け継いできたものだから」（2-B,2-
C,2-F,2-G）というコメントが確認されたほか、「そのまま住み着かれるのではな
いか、取られてしまうのではないか」（2-I）という地域外の移住者等へ売ること
に対して漠然とした不安を伺わせるコメントが確認された。また、「仏壇やお墓
があるとかっていう人も多いんですよね」（2-G）のコメントに見られるように
所有者が集落外へ転出しており舟屋を利用していなくても、仏壇や大切な家財
が残され処分に踏み切れず、そのことが地縁・血縁を有さない者の継承を妨げて
いることが明らかになった。 
 
 
3-2-2 「地縁関係の強さ故の不安」（表 3-3:番号②） 
 
地縁・血縁の有さない者はもとより、地縁を有する者でも転用の有無に関わら
ず、主な障壁として存在することが明らかになった。「たとえ売ってしまっても
…（中略）…売った先の人が地域内で面倒なことを起こすと、元の所有者の評判
も悪くなってしまうので」（2-G）や「例えば外の会社とかが買ってしまうと、地
域の行事に参加してくれないという…（中略）…町として揉め事の要素にしかな
らないですよ」（2-P）のコメントから、集落内の住民同士の結びつきが強いが故
に、地縁・血縁を有さない者と売買することに対して、慎重になることが窺える。
地縁を有する者が継承する際であっても、転用の有無に関わらず、「この辺の人
は滅多なことじゃ売ったりしません。売るとしても本当に信頼できる人とか・・・
（省略）」（2-D,2-F）のコメントから、地縁を有していても自身が本当に信頼で
きる者でないと、舟屋を託せないという慎重な姿勢が窺える。 
 平井（1989）は漁村集落について、「農地が狭くおおくのところが山地が海に
迫っているため、住居を立地させる場所も限られている。ほとんどの集落が住居
が密集した塊状村となっている。きわめて共同性の高い生活を営んでいて、運命
共同体的な色彩が農村より強い」注3-2）と述べている。伊根浦集落もその例外では
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なく、運命を共有する地域社会に波を立てるような要因に自分がなりたくない
という意思がコメントに現れていると言えよう。 
	
	
3-2-3 「空き家情報が公に流通しない」（表 3-3:番号③） 
 
集落内に民間の不動産会社が存在しないために「空き家情報が公式に流通し
難い」という障壁があることが明らかになり、これが転用の有無に関わらず、地
縁・血縁を有さない者の継承の障壁となっていることが明らかになった。また、
伊根町では行政による空き家バンクが設置されている。伊根浦集落以外の伊根
町の他地域（朝妻地区、本城地区、筒川地区）の一般的な住宅の掲載件数は少な
くないが、舟屋の空き家の情報は 1軒も掲載されていない。注3-3）空き家バンクへ
掲載することで、管理の主導権が行政に移ってしまうこと、誰の手に渡るか分か
らないこと等、「思い入れの強さ故の不安」、「地縁関係の強さ故の不安」が根本
的な要因となり、舟屋の空き家の情報が掲載され難いと考えられる。 
なお、伊根町では平成 25年に「伊根町廃屋・空き家緊急対策委員会」を立ち
上げ、町内の空き家の実態調査を行っている（表 3-4）。しかし、これは集落内
の各地区の区長による外観調査や利用状況の把握に留まっている。現在は当委
員会の活動は停止しており、具体的な施策の立案や実現には至っていない。 
	
表 3-4  伊根地区の空き家の実態  （伊根町発行「空き家対策について」より引用） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 32 
 
3-2-4「すぐに売れる・貸せる状態ではない」（表 3-4:番号④） 
 
表 3-4 で「盆、正月に帰省、別荘」という利用実態が 6 件見られるように、
集落外への転出等で日常的な利用はしないが、一時的に利用するために売買・貸
借する状態にないことから地縁・血縁を有さない者が継承する場合において、転
用の有無に関わらず障壁となることが明らかになった。 
	
	
3-2-5 「状態の悪さ故の改修費の高さ」（表 3-4:番号⑤） 
 
地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承する場合において障壁となること
が分かった。空き家になっている舟屋は状態が悪いこと、また舟屋は基本的に母
屋と対をなし、機能を補完し合うことではじめてその機能を発揮する建物であ
るため、舟屋単体を転用し観光事業を行うには大幅な改修が必要となる。伊根浦
集落一帯が重要伝統的建造物群保存地区に指定されているため、外観の修繕・修
景費用の 80%の補助は出るが、内装の改修費は自己負担となる。このため、観
光業等への転用に際して少なくない金額の負担を強いられるために継承の妨げ
になっていると考えられる。 
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3-3 転用の有無に着目した船の継承に際する障壁 
 継承する者の地縁・血縁の有無と転用の有無に着目し、船の継承に際する障壁
をKJ 法に基づき整理した（表 3-5）。 
表 3-5   船の継承に際する障壁 
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3-3-1 「漁業種と船種の不適合」（表 3-5:番号①） 
 
転用無しの継承の場合において、地縁・血縁の有無に関わらず障壁となること
が明らかになった。「地域の中での船の譲り渡しはよく聞く話ですけど、どうい
う漁業をするかで船が全然違ってくるから。・・・（中略）・・・どういう漁業を
していくかというところで船を選ばないと」（2-M）のコメントから、集落内で
の船の売買・譲渡は慣行として存在することが分かる。その点で地縁・血縁を有
する者は船を継承しやすい環境にあると考えられるが、漁の種類、規模感によっ
て使用する船は大幅に異なり、一筋縄に継承できるわけではない事が明らかに
なった。一般的に、船は処分するのに 50 万円～80 万円を要するとされ、漁師
の引退や、漁船の破損を機に、処分代の支払いを避けるために譲渡・売買を希望
する者もいるが、注3-4）漁船種が、引き継ぎ手の操業する漁業種に適合しないと理
由で断念する者も多い。 
 
 
 
3-3-2 「維持管理費の高さ」（表 3-5:番号②） 
 
地縁・血縁を有する者が継承する際は、転用無しの場合、地縁血縁を有さない
者が継承する際には転用の有無に関わらず障壁となることが明らかになった。
「誰かが『この船いらん』って言うと・・・（中略）・・・まあでも修理代もかか
ったりするからなんとも言えんけど」（2-Q）や「今（誰かが）乗ってる船を譲っ
てもらうってなったら後々のメンテナンス代がかかるんですよね。・・・（中
略）・・・自分の船の維持費でお金取られちゃうのはきついよね」（2-M）のコメ
ントから、状態が悪い中古船を譲り受けることにより後々の維持管理費が嵩む
事により、継承が妨げられることが窺える。また、「海上タクシー自体は、舟屋
の生まれだったら個人でやるのは難しくないけどね。・・・（中略）・・・でも移
住者は船買わないといけないしね」（2-I）とあるように、地縁・血縁を有する者
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は親が使用している船を利用したり、集落内の人間から譲り受けたりできるが、
地縁・血縁を有さない場合はそうした環境下に居ない為、船を購入するところか
ら始めなければならない。船の新規購入は資金面で小さくない負担を強いられ
容易ではなく、こうした要因が船の継承の障壁となっていると考えられる。 
 
 
3-3-3「漁業者との関係性」（表 3-5:③） 
	
転用有りで継承する場合、地縁・血縁の有無に関わらず、海の主利用者である
漁業者との関係性が障壁になることが明らかになった。婁（2013）は、遊漁船
は釣りを楽しみたい人々のニーズに船の所有者が船に釣り人を乗せて釣りを楽
しませるサービス業であるが、遊漁船業の使用する地域資源は、釣獲対象となる
魚や魚が生息する漁場である。これを巡って、海洋利用の先発者であり海面利用
に高いプライオリティを持つ漁業者と遊漁船が競合するため、漁業と遊漁船業
とのさまざまなコンフリクトや衝突は避けて通れない宿命的な課題であると述
べている注3-5）。「伊根湾は海岸線全域が漁港施設になっているので、基本的に他所
の船は漁協の許可がないと係留できない・・・（中略）・・・漁業者の理解がない
と係留さえさせてくれない」（2-I）のコメントにあるように、漁港施設利用の主
導権を握っているのはあくまでも漁業者であり、彼らの側に立てば、遊漁船業や
海上タクシーといったサービス業者と彼らが連れてくる観光客は海面利用の競
合相手となってしまう。このような「漁業者との関係性」が障壁となり船の継承
を妨げていることが明らかになった。 
	
	
3-3-4「地縁関係の強さ」(表 3-6:番号④) 
	
転用有りの場合、特に地縁・血縁を持たない者が継承する際に、障壁になるこ
とが明らかになった。「係留する場所の問題だけじゃなく、周囲との関係性もあ
りますし。こんな町なんで、知らん船があったら『なんだあいつは？』みたいに
なりますし」（2-H）や、「よそ者があんまし突っ走っちゃうと…ある程度は謙虚
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でおらんとあかんっていう…僕遊船始めただけでちょっと（周囲から）言われて
るの知ってますし。もっと突っ走ってるやつはもっと言われてますし」（2-P）と
いうコメントから、小規模な漁村集落であるが故に、自分の行動が他人の目に晒
されやすい環境にあることが窺える。3-2-2 でも触れたように、漁村集落には特
有の共同体意識が共有されているとされている。その意識を少しでも乱すよう
な目立つ行動は憚られると言う慎重な姿勢がコメントに現れており、こうした
姿勢が船の継承を妨げている一要因となっていることが分かった。 
	
	
3-4-5 「係留するスペースの制約」（表 3-5:番号⑤） 
 
地縁・血縁を有さない者が継承する場合、転用の有無に関わらず障壁となるこ
とが明らかになった。小規模な集落であるが故に物理的なスペースが有限であ
ること、また、「伊根はヨットハーバーがないので、皆が船を係留できる共用の
スペースがないんですよ。自分が舟屋持っていたらその前に留めればいいんで
すけど」（2-H）のコメントにあるように舟屋と係留スペースが一体となってい
る伊根の特殊性から生じる障壁も確認された。通常の漁村集落・漁港であれば、
船を係留する共用の係留施設が存在し、船の所有者は漁協に申請し許可を得る
ことで係留場所を得るシステムとなっている。しかし、伊根浦集落の場合そうし
た共用の係留施設が存在しない。船の係留が可能な場所は、舟屋の中、あるいは
舟屋の前面のスペースであり、係留権利は基本的にその舟屋の所有者が握って
いる。つまり、舟屋を入手できれば船の係留スペースも一挙に確保できるのであ
る。しかし、3-2 で明らかにしたように、地縁・血縁を有さない者が舟屋を継承
するには様々な障壁が存在し、容易ではない。この為、地縁・血縁を持たない者
が船の係留スペースを確保するのに困難が伴い、これが船の継承を妨げる一因
となっていると考えられる。 
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3-4 転用の有無に着目した漁業技術の継承に際する障壁 
 
 継承する者の地縁・血縁の有無、転用の有無に着目した漁業技術の継承に際す
る障壁をKJ 法に基づき整理した（表 3-6）。 
 
表 3-6 漁業技術の継承に際する障壁 
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3-4-1 「地縁関係の強さ」（表 3-6:番号①） 
地縁・血縁を有さない者が継承する際に、転用の有無に関わらず障壁となるこ
とが分かった。転用無しの場合、「正直、漁の技術は頑張り次第でどうにでもな
ります。それ以上に本人が地域に順応できるかどうかの方が大事です。町の行事
に全部出るとか、当たり前ですけどそういうことをやる覚悟があるかどうか」
(2-P)とあるように、技術そのものを継承する難しさよりも、地域社会の中で信
頼を得る作業が容易ではないことを窺わせるコメントが見られた。転用有りの
場合、「よそから来たもんが釣り船とか観光やるって凄く難しいんですよ。…（中
略）…伊根のこと知らんくせにって思うし…（後略）」（2-P）や、「「漁師町は閉
鎖的だから、何をしてても目立つというか。あれもこれもやりたい気持ちは分か
るんだけど、ある程度段階を踏みながら、周りの信頼を得ながらっていうのは大
事だと思うし」（2-M）のコメントから見受けられた。3-3:舟屋の継承の障壁や、
3-4:船の継承の障壁においても確認されたように、漁村集落においては運命共同
体的な意識が強く働いており、地縁・血縁を有さない移住者や外部人材がそれを
揺るがすような行為はタブーとされていることが窺える。 
 
 
 
3-4-2 「経営的な困難」（表 3-6：番号②） 
地縁・血縁を有さない者が転用無しで継承する場合に、障壁となることが明ら
かになった。「（弟子を雇うことに対して）僕も弟子は欲しいよ？だけどやっぱり
人を一人雇うのって厳しいんよね。ある程度最低の所得ってのがあるやん。それ
を保証できない」（2-M）や「（弟子を雇うのは）全然ええですけど、延縄漁だけ
じゃ食っていけないというのを僕自身が実感しちゃってるんで。あまりオスス
メはしないですね」（2-P）とあるように、漁師という職業が収入的に安定してい
ないことから、弟子の分の給与を保証できないことを不安視するコメントが確
認された。 
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3-4-3 「体力的な困難」（表 3-6：番号③） 
地縁・血縁を有さない者が転用無しで継承する際に障壁となることが分かっ
た。「弟子に付くなら元気な人の方がいいです。僕の親方だった人も体調悪くて
何ヶ月も海に出れないとかあったので。確かに年食ったら体力的に厳しい仕事
ではありますし」（2-P）というコメントが確認された。漁師という職業の性質上、
年齢を重ねると体力的な余裕が無くなり、弟子の面倒を見ながら海に出ること
を不安視していると考えられる。 
 
 
3-4-4 「希望漁業種との不適合」（表 3-6：番号④） 
地縁・血縁を有さない者が転用無しで継承する場合に障壁として存在するこ
とが分かった。「延縄、刺し網、定置網、潜り漁、まあ養殖もあるけど。いろい
ろとある中で何をしたいっていうのが明確じゃないとね。どんな漁業をしたい
かでサポートできることがだいぶ違ってくるから」（2-M）とあるように各々の
漁師が持つ技術と操業している漁の種類によって異なるが故に、伝授可能な技
術と弟子入り希望者が習熟したい技術のマッチングを不安視する声が挙げられ
た。	
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3-5 小結 
第 3章では「舟屋」「船」「漁業技術」それぞれの継承に際する障壁を転用の有
無に着目して明らかにした。 
まず、舟屋は地縁・血縁を有さない者はもとより、地縁を有する者でも転用の
有無に関わらず「地縁関係の強さ故の不安」が主な障壁として存在することが分
かった。また、その結果として、空き家となった舟屋の情報が公に流通せず、血
縁を有さない者の舟屋の継承を妨げていることが分かった。 
次に、船は転用無しの場合、地縁・血縁の有無に関わらず、状態の悪い中古船
を譲り受けることによる後々の「維持管理費の高さ」が主な障壁として存在して
いた。転用有りの場合、釣り船や海上タクシー等としての利用が想定されるが、
特に地縁・血縁を有さない者が継承する際には、海の主利用者である「漁業者と
の関係性」、「地縁関係の強さ」が主な障壁となることが分かった。また、地縁・
血縁を有さない者には転用の有無に関わらず、「係留するスペースの制約」が付
随することも分かった。 
そして、漁業技術は特に地縁・血縁を有さない者が転用無しで継承する場合、弟
子につく親方の「経営的な困難」が、転用有りの場合、集落内の「地縁関係の強
さ」が主な障壁として存在していた。以上、舟屋・船・技術それぞれで継承の障
壁の細部は異なるが、主として地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承する場
合において、漁村地域特有の社会関係の強さが障壁となり、継承を妨げている傾
向があった。 
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	各事例に見る漁業資産の継承に至った要因の解明 
4-1 はじめに 
 第 3章では、舟屋・船・漁業技術の各漁業資産における継承の障壁を転用の有
無に着目して明らかにした。漁村景観を恒常的に維持していくためにはそうし
た障壁に対応して、漁業資産を円滑に継承していく必要がある。そこで本章で
は、第 3 章で明らかになった障壁に対応して円滑な継承に至っている事例を分
析することで、継承に至った要因を明らかにすることを目的とする。調査方法・
概要は第 3 章と同様である（表 3-1,3-2,3-3）。調査対象とした漁業資産の所有
者全 17名を地縁・血縁の有無、転用の有無に着目して、漁業資産ごとに事例分
布を示した（図 4-1,4-2,4-3）。 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 
 
 
図 4-2  舟屋の所有者の事例分布 
図 4-3   船の所有者の事例分布 
図 4-1 漁業技術の所有者の事例分布 
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本章では、そのうち継承に際する障壁への対応が明確に見られた以下の事例
を分析し、継承に至った要因を明らかにする（表 4-1）。 
	
 
表 4-1  本章で分析する事例一覧 
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4-2 事例 2-L 氏が舟屋の継承に至った要因の解明 
事例 2-L 氏が舟屋の継承に至った要因を解明した。2-L 氏の概要、継承の過程
の詳細、障壁への対応を分析した結果を以下で述べる。 
	
4-2-1 事例 2-L 氏概要 
2-L 氏は伊根浦集落に地縁・血縁を持つ 60代の観光事業者である。生まれ育
ちは他地域だが、両親、先祖は代々伊根浦集落で漁業を営んでいた漁師の家系で
ある。20代前半で伊根に帰ってきて以来、様々な仕事を転々としていたが、10
年程前に舟屋を転用したギャラリーをオープン。30代から始めた陶芸作品を展
示するほか、最近では舟屋の 2階の空き部屋を利用した民宿も営んでいる。 
 
4-4-2 事例 2-L 氏の舟屋の継承過程の詳細 
2-L 氏の舟屋の継承の過程の詳細を示す（図 4-4）。 
図 4-4 事例 2-L 氏 舟屋の継承の詳細 
 
2-L 氏は自身が所有する舟屋に加え、隣に住む住人から舟屋を 1 軒継承して
いる。2-L 氏の舟屋の隣には高齢の女性が住んでいたが、亡くなってしまい、そ
のタイミングで息子の A 氏が売買を依頼してきた。A 氏は集落外へ転出してお
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り、伊根浦に帰ってくる意思が無いことから、舟屋の買い手を探していた。2-L
氏は A 氏の依頼に応じ、舟屋を買い取った。後に 2-L 氏はその舟屋を改修し、
自身が生業としてきた陶芸の作品を展示するギャラリー兼民宿へ転用した。し
かし、2-L 氏が「『ウチに頼むで』と。『引き取ってくれ』と。向こうから買って
くれ言われたんや。はじめから買う気あらへん」と発言しているように、購入に
意欲的だったわけではなく、近所づき合いの仲の A 氏に依頼されたことで、止
むを得ず購入に応じていた。 
	
 
4-2-3 障壁「地縁関係の強さ故の不安」への対応 
	母親が亡くなった時に、集落外へ転出していた息子A氏は舟屋の買い手を探し
ていた。第 3章で明らかになったように、地縁・血縁を有さない者はもとより、
地縁を有する場合でも舟屋を継承する際には、地域の行事に参加しない等で地
域社会の和を乱したりすることで自分の評判まで悪くなる、というような舟屋
所有者の「地縁関係の強さ故の不安」が障壁として存在する。 
そこで、A氏は普段から近所づきあいがある、「地縁関係」を有する信頼の置け
る隣人の 2-L 氏に舟屋の売買を依頼した。A 氏の父親は 2-L 氏の夫と学生時代
の同級生だったこともあり、その縁も手伝って、A 氏の 2-L 氏への信頼は強固
なものであったと考えられる。 
以上から、A氏は「地縁関係の強さ故の不安」に対して、同地区に住まう強い
信頼のおける者に舟屋の売買を依頼することで、「地縁関係の強さ故の不安」に
対応したと考えられる。 
しかし、上述したように、2-L 氏は舟屋の購入に意欲的だったわけではなく、
仕方なく引き取ったという側面もある。2-L 氏は逆に、地縁関係が強いからこそ
A氏の依頼を断りきれなかったと推察され、この点は懸念材料だと言えよう。 
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4-3 事例 2-J 氏が舟屋の継承に至った要因の解明 
事例 2-J 氏が舟屋の継承に至った要因を解明した。2-J 氏の概要継承の過程
の詳細と障壁への対応を分析した結果を以下に述べる。 
	
4-3-1 事例 2-J 氏概要 
2-J 氏は伊根浦集落に地縁・血縁を有する 70 代の男性である。中学卒業と同
時に大阪に居を移し、高校卒業後、十数年働いた後に伊根浦集落に帰ってきた。
そのタイミングで当時両親が営んでいた舟屋を転用した民宿を継ぎ、現在に至
る。現在は民宿経営の大部分を後継者である息子と雇っている数人かのスタッ
フに任せている状態である。過去には「伊根浦舟屋群等保存会」の会長を勤めて
いた経験もあり、民宿の経営に留まらず伊根町全体を俯瞰できる人物である。 
	
4-3-2 事例 2-L 氏の舟屋の継承過程の詳細 
 
 2-J 氏の舟屋の継承過程の詳細を以下に示す（図 4-5）。 
図 4-5  事例 2-J 氏 舟屋の継承の詳細 
 
2-J 氏は自身が営む舟屋の民宿に加え、近所に住まう同地区の者から舟屋を 1
軒継承している。その舟屋は女性の老人が物置として利用していた。しかし老人
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は体調に優れず、都市部に住まう娘の B 氏に引き取られた。B 氏はしばらくそ
の舟屋を空き家のまま放置していたが、空き家になったことを察知した 2-J 氏
は早々に買取りの伺いを B 氏に立てていた。B 氏は、B 氏の父親が定年後に伊
根に帰る可能性があるとして、2-J 氏の依頼への応答を保留していたが、しばら
くしてから、父親が伊根に帰らないことが決まり、B氏は 2-J 氏へ舟屋の売却を
依頼した。2-J 氏の他にも同時に 3,4 人の買い取り希望者がいたというが、B氏
は 2-J 氏を売却先として指名し、売買が成立した。	
 
 
4-3-3 障壁「地縁関係の強さ故の不安」への対応 
B 氏は母親が亡くなったタイミングでは集落外へ転出しており、また、漁業権
を相続していないので舟屋を必要としていなかった。ここで、第 3 章明らかに
したように、地縁・血縁を持たない者はもとより、地縁を持つ者でも、この舟屋
を継承する際には舟屋所有者の「地縁関係の強さ故の不安」が障壁として存在す
る。そこで、B氏は同地区に住まう地縁関係を有する信頼のおける 2-J 氏を売却
先として指名することで、この障壁に対応した。2-J 氏の他にも購入希望者が 3,4
人いたというが、B氏には学生時代に 2-J 氏が経営する民宿で働いていた経歴が
あり、その点においてより強固な信頼を寄せられる 2-J 氏を指名した。集落内の
人間の結びつきが強すぎるが故に、舟屋の売却先の選択にはリスクが伴うが、だ
からこそ一番結びつきが強い、信頼のおける人物に舟屋を託すことで「地縁関係
の強さ故の不安」に対応したと考えられる。 
また、2-J 氏が「同じ地区に空き家ができることは周りもよくないと思ってる。
…（省略）」と述べているように、集落よりもさらに小さな単位である「地区」
の中で住民同士が各々の事情を把握し合うような環境にあることが推察される。
4-2 節の事例 2-L 氏も同地区の者から舟屋を継承しており、集落内よりも小さな
単位である「同地区」の中で舟屋の集約が起こる可能性が示唆された。 
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4-4 事例 2-H 氏が船の継承に至った要因の解明 
事例 2-H 氏が船の継承に至った要因を解明した。2-H 氏の概要、継承の過程
の詳細と障壁への対応を分析した結果を以下で示す。なお、船の継承に至ったの
は 2-H 氏だが、継承の過程や障壁への対応において、2-N 氏が重要な役割を果
たしているため、併せて分析する。 
	
	
4-4-1 事例 2-H 氏概要 
2-H 氏は伊根町の生まれではあるが、朝妻地区の出身であり、伊根浦集落には
地縁・血縁を持たない 20代の男性で、観光事業者である。水産高校卒業後、近
隣地域に拠点を構えるフェリー会社に就職するも、3年勤務した後に「伊根で地
域振興の理由がしたい」という動機で辞職する。その後、伊根町内で職を探して
いる最中に、現在所属している「マリネ」(詳細は後述)という、観光事業団体が
2-N氏を代表として結成された。その中のメンバーの一人が2-H氏に声をかけ、
2-H氏もマリネに所属することになる。現在は「マリネ」のメンバーの一員とし
て、海上タクシーを運行している。なお、2-N氏は伊根浦集落に地縁・血縁を持
つ 40代の観光事業者である。先祖代々漁師の家系であり、漁業権相続している
が、漁師を継いだ漁業者ではない。 
	
	
4-4-2 観光事業団体「マリネ」の概要 
2-H 氏が現在所属する観光事業団体「マリネ」は 2-N 氏が中心となり、伊根
浦集落で民宿を営む者を中心に組織される観光事業団体である（図 4-6）。2-N
氏は、いずれは会社としての法人格を取得する意向を示しているが、現時点では
法人格を取得するメリットが少ないため取得には至っていない。「マリネ」が現
在運営する観光事業は海上タクシーのみであるが、いずれは釣り船等のマリン
アクティビティを中心としたサービスを展開していく予定であると 2-N 氏は述
べている。 
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4-4-3 事例 2-H 氏の船の継承過程の詳細 
事例 2-H氏の船の継承過程の詳細を示す（図 4-7）。 
図 4-7   事例 2-H 氏 船の継承の詳細 
 
図 4-6  観光事業団体「マリネ」の概要 
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2-N 氏はもともと船を 2艘所有していた。1艘は自身が経営する民宿の宿泊客
に釣り体験を提供するための釣り船として使用する船。もう１艘は過去に使っ
ていたが現在使用している船の購入を機に必要としなくなり陸に上げていた船
である。陸にあげてある方の船を「マリネ」の結成を機に海上タクシーへ転用
することにした。漁船登録名義は 2-N氏だが、誰かの個人所有という形ではな
く、「マリネ」の持ち船とし、「マリネ」のメンバーであれば誰でも運行しても
良いという形式をとった。しかし、現状、実際に海上タクシーを現場で運転し
ているのは 2-H氏が主であるため、本節では 2-H氏を船の継承者としてい
る。 
	
4-4-4 障壁「漁業者との関係性」・「地縁関係の強さ」への対応	
2-H 氏は地縁・血縁を有さず、漁業権も所有していないため、通常であれば船
を使用した観光事業、すなわち「転用有り」の船の継承を行うのは困難である。
第 3章で明らかにしたように、海の主利用者である「漁業者との関係性」や「地
縁関係の強さ」という障壁が存在する為である。そこで、2-H氏はこれら２つの
障壁を 2-N 氏の漁業権の権利名義を借りることで対応し、継承に至っている。
2-H氏が所属する「マリネ」は地縁・血縁を有し、漁業権所有者でもある 2-N氏
が代表を勤める団体である。2-N氏は地縁・血縁を有することから集落内での信
頼を得ており、また漁業権所有者であることから漁業者からの信頼・理解もあ
る。その 2-N 氏が代表を勤めることによって、また、2-N 氏名義の船を会社の
持ち船とし、メンバーなら誰でも運転できるようにすることにしている点に特
徴がある。つまり、「マリネ」のメンバーは 2-N氏の信頼や権利名義を借りる形
で船の利用ができる。 
2-H 氏は「マリネ」について次のように述べている。 
	
「マリネっていう会社にして社員として働いてもらうことで伊根地区の生まれ
じゃなくても気兼ねなく観光の仕事ができるようにっていうのがマリネの意義
なので」 
 
また、次のようにも述べている。	
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「個人で（海上タクシーを）やるのが難しいので、会社員として働けるようにし
て。会社員だったら誰が社長やってるっていうので、あぁどこどこさんがやって
るマリネっていう会社ねってことで信頼も得られやすいので。この辺やったら、
近所づきあいとか関係性が大事になるので。個人としてやるより会社員として
やった方が簡単になるんかな」 
 
すなわち、2-H 氏は 2-N 氏の地縁・血縁による信頼と、漁業権の権利名義を
借りる形で「地縁関係の強さ」「漁業者との関係性」という障壁に対応し、円滑
な船の継承に至っていた。 
	
さらに、「10年後には僕よりも若い子が遊覧船とか海上タクシーやってて、僕
はもう別のこと自分でしてて、マリネというのが結構出来上がってて、何人か社
員として働いてくれる子がいたらいいなと思うんですけど。外から来た人でも、
伊根出身の若い子とかでもええですし」と述べており、「マリネ」が地域外から
の移住者等の受け皿になる可能性があることを述べておきたい。 
 
 
4-4-5 障壁「係留するスペースの制約」への対応 
第 3 章で明らかにしたように、地縁・血縁を有さない者が船を継承する際に
は船の係留場所を確保できないという「係留するスペースへ制約」が障壁として
存在する。この障壁に、2-N 氏は舟屋所有者との間に地縁関係を持つ 2-N 氏に
仲介に入ってもらうことで対応していた。 
2-N 氏は海上タクシーとして再利用する船の係留場所を有していなかった。
自分の舟屋の前には既に船が 1 艘係留してある為である。そこで 2-N 氏は地縁
関係を有する知人の G 氏に船の係留スペースの貸与を依頼した。G 氏は集落外
へ転出しており、漁業者でもない為、船を所有しておらず係留スペースには空き
がある。G 氏は 2-N 氏の依頼に応じ、係留代を幾らか受け取ることで、2-N 氏
へ係留スペースを貸与した。2-N 氏はそのスペースに船を係留し、その船を 2-
H氏が海上タクシーとして主に利用している。 
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やや引いてこの経緯を観察してみると、2-H 氏と G 氏の間に、G 氏と地縁関
係を有する 2-N 氏が仲介に入ることで、2-H 氏は船を係留するスペースを確保
できたと言える。つまり、2-H氏は地縁を有していないが、2-N氏の地縁を借り
る形で「係留スペースの制約」という障壁に対応したと考えられる。 
以上、4-4-4 節・4-4-5 節より、2-H氏は「漁業者との関係性」「地縁関係の強さ
故の不安」には地縁・血縁を有する漁業権利者の名義を借りる形で対応し、「係
留するスペースの制約」には舟屋所有者と地縁関係を有する者が仲介に入るこ
とで対応し、船の継承に至っていることが明らかになった。	
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4-5 事例 2-O 氏が舟屋・船・漁業技術の継承に至った要因の解明 
 
事例 2-O 氏が舟屋・船・漁業技術の継承に至った要因を解明した。2-O 氏の
概要、継承の過程の詳細と障壁への対応を分析した結果を以下に示す。なお、継
承した漁業資産が複数に渡る為、継承の過程の詳細と障壁への対応の分析結果
は漁業資産ごとに示した。 
 
4-5-1 事例 2-O 氏概要 
2-O 氏の概要を時系列で示す（図 4-8）。 
	
 
2-O 氏は伊根浦集落に地縁・血縁を有さない 20代の漁師であり、伊根浦漁業株
式会社（以下、伊根浦漁協）という大型定置網の漁業会社に勤務している。伊根
に移住する前は奈良県で小学校の教員を務めていたが、漁師になることを決意
し辞職。京都府が設置している漁師育成・研修プログラム「海の民学舎」で漁業
の基礎を学んだ。研修 1 年目は座学を中心に漁業を一から学び、研修 2 年目で
実地研修先として伊根を選択し、移住してきた。移住してきたタイミングで舟屋
と船を「転用無し」で継承。研修終了時に漁業権を取得し、現在は伊根浦漁協で
正社員として勤務する傍ら、余暇の時間に継承した舟屋と船を利用し、個人漁も
営んでいる。 
 
図 4-8 事例 2-O 氏概要 
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4-5-2 事例 2-O 氏の舟屋の継承過程の詳細と障壁「地縁関係の強さ故の不安」
への対応	
 2-O 氏の舟屋の継承過程の詳細を示す（図 4-9）。 
 
	
2-O 氏は伊根浦集落に移住してきた当初から舟屋を継承したいという意思を
持っていたが、その折は機会に恵まれず、伊根町内の別の地域で住まいを仮決定
していた。しかし、そのタイミングで、海の民学舎在籍時に知り合った、伊根浦
漁協に勤務する C 氏から舟屋の空き家があるという旨の連絡が入る。2-O 氏は
すぐに舟屋の所有者D氏をC氏に紹介してもらい交渉を行った。交渉は成立し、
2-O氏は舟屋を購入することができた。 
D 氏は舟屋を親から相続したが、自身は集落外へ転出しており、伊根に帰る
意思も無いため、売却先を探していた。2年ほど空き家状態が続いていたが、C
氏から舟屋の空き家を探している者がいる旨の連絡が入る。C 氏は D 氏と 2-O
氏を仲介して、二人を引き合わせ、交渉が成立した。ここで、ポイントになるの
は C 氏が二人の間に仲介に入ったことであろう。D 氏の側に立てば、2-O 氏は
地縁・血縁を有さない他所者の人間であり、売却した後に 2-O 氏が地域内でト
ラブルを起こしたり、地域社会に波風を立てるような行動をしないとも限らな
い。第 3 章で明らかにしたように、舟屋を地縁・血縁を有さない者が「転用無
し」で舟屋を継承する際には、舟屋所有者の「地縁関係の強さ故の不安」が障壁
として存在する。地縁関係を持ち信頼できる C 氏が仲介に入ることで、D 氏は
「地縁関係の強さ故の不安」を感じることなく 2-O 氏に舟屋を売却することが
できた。逆に、2-O 氏の側に立てば、仲介人 C 氏の信頼を借りることによって
図 4-9  事例 2-O 氏 舟屋の継承の詳細 
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継承がスムーズになったと言えるだろう。また、2-O氏が「（元の所有者が）売
りたいっていうタイミングと僕が欲しいタイミングが一致して。ここに住み着
いて漁業で頑張っていくっていうのを話して」と述べているように、2-O氏が新
規の漁業就業希望者であったことも、継承を円滑にさせた一要因であったと考
えられる。	
 
 
4-5-3 事例 2-O 氏の船の継承過程の詳細と障壁「維持管理費の高さ」「漁業種と
船種の不適合」への対応 
 
2-O 氏の船の継承過程の詳細を示す（図 4-10）。 
図 4-10  事例 2-O 氏 船の継承の詳細 
 
2-O 氏は「海の民学舎」で 1 年目の研修を終え、伊根に移住して間も無く船
を継承している。2-O 氏の近所に住む先輩漁師 E 氏は必要としなくなった船を
所有しており、処分するには少なくない金額がかかる為、譲り先を探していた。
そこに、新規の漁師就業者である 2-O 氏が移住してきた。ここで、いずれ漁業
権を取得し個人漁を営みたい 2-O 氏と船を譲り渡すことで処分代を払わずに済
ませたい E氏の思惑が一致し、2-O氏が船を継承するに至った。 
2-O 氏が譲り受けた船は壊れていた為、エンジンを修理する必要があった。 
修理費の金額の大小までは確認できなかったが、エンジンを修理するというこ
とで一定程度の金額は掛かったと推察され、「維持管理費の高さ」という障壁は
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残存していた。 
また、2-O氏は次のように述べている。 
「もらった船を使って….まあ定置網会社が僕の本職なんで、会社に迷惑かから
ん程度に空き時間とか休憩時間使って漁に出てますけど…でも大した船じゃな
いんで、ずっと使えるかは分からないですね。将来、漁をがっつりしていくって
なったらもっと大きい船が必要かなと思いますし」 
この発言から、継承した船が必ずしも 2-O 氏が将来営みたい漁の種類がマッチ
ングしていないことが窺われ、「漁業種と船種の不適合」という障壁もなお残存
していることが分かった。 
 
 
4-5-4 事例 2-O 氏の漁業技術の継承過程の詳細と障壁「経営的な困難」への対 
応 
 
2-O 氏の漁業技術の継承過程の詳細を示す（図 4-11）。 
 
2-O 氏は漁業に従事しているが、個人漁ではなく、伊根浦漁協という漁業会社
に正社員として勤務しており、雇用形態は一般的なサラリーマンとなんら変わ
りはない。個人漁の場合、獲れ高によって給与が左右されるが、定置網会社に勤
務すれば固定給が保証される為、安定した収入を確保することができる。2-O氏
は定置網会社で固定給を得つつ、勤務時間以外の余暇や休憩時間に継承した舟
 図 4-11  事例 2-O 氏 漁業技術の継承の詳細 
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屋と船（前述）を利用して副収入的に個人漁を営んでいた。いきなり個人漁業で
独立することは大きなリスクが伴い、個人漁だけで生計を確保するのは難しい。
漁業権を取得し、個人漁を営める状態であっても、基本的には大型定置網の会社
の仕事に従事し、その他の時間を使って個人漁を操業し、副収入を得ていくこと
はリスクが少なく無難な方法と言えよう。2-O氏は「定置網の会社なら固定給も
らえますからね。将来のことも考えやすいですし」と述べている。 
以上より、2-O氏は「経営的な困難」に対して漁業会社に勤め、安定した収入
を得つつ、余暇を利用し個人漁を営むことで技術の継承に至っていた。 
 
 
4-6 事例 2-P 氏が舟屋・船・漁業技術の継承に至った要因の解明 
 
事例 2-P 氏が舟屋・船・漁業技術の継承に至った要因を解明した。2-P 氏概要、
継承の過程の詳細、各障壁への対応を分析した結果を以下で示す。4-5 の 2-O 氏
の事例と同じく、継承した漁業資産が複数に渡るため、継承の過程の詳細と障壁
への対応の分析は漁業資産ごとに示した。 
 
4-6-1 事例 2-P 氏概要 
2-P 氏の概要を時系列で示す（図 4-12）。 
 
2-P 氏は伊根浦集落に地縁・血縁を持たない 30代の個人漁師である。移住前
は東京で料理人として働いていた。「調理師の仕事は子供といる時間が取れな
い」、「元々趣味としてやっていて好きだった釣りを仕事にしたい」という理由で
 
図 4-12 事例 2-P 氏 概要 
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漁師を志す。2014 年 3月に伊根に移住後、個人漁師に弟子入りし、延縄漁の技
術を習得。弟子入り期間中に漁業権を取得し 2 年間の修行期間を経て、独立。
そのタイミングで親方が引退し、2-P 氏は船を親方から購入。現在はその船を利
用し延縄漁を営んでいる。2017 年 4月より釣り船を開始し、個人で漁を営む傍
ら、観光客を船に乗せて釣り体験を提供する観光事業も営んでいる。 
 
4-6-2 事例 2-P 氏の舟屋の継承過程の詳細と障壁「地縁関係の強さ故の不安」
への対応 
	
2-P 氏の舟屋の継承過程の詳細を示す（図 4-13）。 
図 4-13  事例 2-P 氏 舟屋の継承の詳細 
 
2-P 氏は漁師になることを志した際に、「延縄漁師募集」という単語をインタ
ーネットの検索バーに入力し検索をかけた。すると、「延縄漁師募集」というタ
イトルのブログ記事がヒットし、それが偶然伊根町の水産会社を営む社長 X 氏
が書いた記事だった。これを見た 2-P 氏は X 氏に連絡し、延縄漁師を志してい
る旨をX氏に伝えた。これを受けたX氏は地縁関係を持つ観光協会の会長Y氏
に、2-P 氏を弟子に取ってくれる親方と 2-P 氏が住まう住宅の斡旋を依頼した
（本節では舟屋について詳細を述べる）。Y氏は地縁関係を持つ漁協の支所長 Z
氏にその話を持ちかけた。Z氏は利用していない母屋と舟屋を所有しており、2-
P 氏に無償で貸与した。 
このように、2-P氏は 2人の人間を介して舟屋の所有者Z氏にたどり着いた。
X氏と Y氏は地縁関係、Y氏と Z 氏も地縁関係を有しており、2-P 氏は 2 人の
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地縁を借りる形で舟屋の所有者 Z 氏にアクセスすることができた。Z 氏の側に
立っても、どこの馬の骨かも分からないような人間に舟屋を引き継がせるのは
リスクがあることであり、X氏、Y氏を通すことで、心理的な負担を軽減して貸
与することができた。また、2-P 氏が「観光協会のYさんという方にお世話にな
って、色々物件見せてもらって…そこがたまたま漁協の支所長やってる人の家
で…（中略）…『漁師やるんやったら貸したる』って。無償で貸してくれてます」
と述べているように、2-P 氏が新規の漁業就業希望者であったことも円滑な継承
を助けた要因だと推察できる。 
以上より、舟屋所有者 Z 氏との間に地縁関係を有する者が仲介に入ることで
「地縁関係の強さ故の不安」に対応して舟屋の継承に至っていたことが明らか
になった。 
 
	
4-6-3 事例 2-P 氏の船の継承過程の詳細と障壁「維持管理費の高さ」への対応 
2-P 氏の船の継承過程の詳細を示す（図 4-14）。 
	
 
2-P 氏は 2年間の修行期間を終えた後、親方W氏が漁師を引退するタイミン
グで漁船を親方から購入した。2-P 氏が「弟子入り期間の 2年間で延縄漁に限っ
て言えばマスターできたので。それで、親方が引退するタイミングで船を売って
 図 4-14 事例 2-P 氏 船の継承の詳細 
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もらって。それをメンテナンスしながら使ってる感じですね」と述べているよう
に、購入した船は親方W氏が長きに渡って使用していた船であり、状態が良い
とは言えなかった。2-P 氏はその船を修理・メンテナンスしながら使用している。
しかし、第 3 章で明らかにしたように船を継承する際には転用の有無に関わら
ず「維持管理費の高さ」が障壁として存在する。2-P 氏も「船は（メンテナンス
費）もの凄いかかります。100 万円以上かかります」と述べているように、船の
コンディションを保つためには小さくない額の費用が掛かることが分かる。そ
こで、このような障壁に対応するために、2-P 氏は町が設置している補助金を活
用していた。（表 4-2）。 
 
	
 
「伊根町漁業経営開始支援事業補助金」は 2015 年度より設置された、新規に
個人漁業を開始した者が漁船や漁具の購入経費の一部の支援を受けられる制度
である。2-P 氏は親方W氏から漁船を購入した時に、この補助金の申し込みを
し、余った金額を漁船の修理代に回していた。 
以上より、2-P 氏は「維持管理費の高さ」という障壁に対し、補助金を活用し
ながら対応し、転用無しの継承に至っていることが明らかになった。しかし、2-
P 氏は「僕去年周りから『よう釣ってる、よう釣ってる』って言われまくったん
ですよ。まあ額面的にはよう釣ってるんですけど、そのあとの経費引いたら「う
わあ」と思うぐらいなんですよ。400 万円くらい釣ったんですけど、結局経費で
表 4-2  事例 2-O 氏が活用した補助金の概要（伊根町公式 HP より引用） 
 60 
170,80 万引かれてるので、手元に残るのは 200 万円くらいなんですよ。子供二
人おって生活するには苦しいくらい」と述べており、補助金を活用し一定程度対
応しつつも、なお障壁は残存していた。 
 
4-6-4 事例 2-P 氏の「係留するスペースの制約」への対応とその履歴に見る係      
留スペースの空間的条件 
2-P は「係留するスペースの制約」への対応に試行錯誤を重ねた。その対応方
の分析を行った。また、その履歴を追っていくことで、係留スペースの空間的条
件が示唆された。対応の詳細を示す（図 4-15）。 
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図 4-15   事例 2-P 氏 「係留するスペースの制約」への対応の履歴 
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親方 W氏が係留していたスペース 
2-P 氏は親方W氏の船を継承したので、係留スペースも親方が係留していた
ところに係留できたはずだが、係留しなかった。その理由として、親方の舟屋が
2-P 氏が住まう地区ではなく一つ隣の地区だったことが挙げられる。2-P 氏は
「親方が船を置いていたところだと、隣の地区になっちゃうので。道具も片さな
いといけないし…船の転覆とかようある話なのですぐ見に行けるところに置き
たいんですよね」と述べている。自分の船が家から遠いと、漁具の運搬等の面で
不便なこと、また、海の波が高い時に船が転覆する恐れがあり、船の係留場所が
遠いと様子を見にいくのに時間がかかることを不安視していた。 
 
	
自身が所有する船屋の前の係留スペース 
2-P 氏は貸与してもらった舟屋がある為、その前の係留スペースにも船を係留
することができたはずだが、そこにも係留しなかった。理由として、隣の舟屋の
前にもやや大きい船が係留してあることで、スペースそのものが狭いことが挙
げられた。2-P 氏は「（最初は）自分の舟屋の前にも係留しようとしたんですけ
ど（隣にも船置いてあるので）狭くて。周りからもやめてくれと言われて。確か
に伊根は自分の舟屋の前だったら無料ですけど、周りの船との兼ね合いもある
から難しいですね」と述べている。係留スペースにも空間的なゆとりが一定程度
必要な可能性が示唆された。 
 
	
仲介してもらった係留スペース 
自分の舟屋の前に係留できないとなると、他の舟屋所有者の舟屋前の係留ス
ペースに係留するほかはない。2-P は集落に地縁を持たない為、係留する場所を
確保するのが容易ではない。そこで、2-P は近所の知人 S氏に利用していない係
留スペースがある舟屋の所有者 T 氏を紹介してもらった。S 氏と T 氏は地縁関
係を有し、T氏は安心して 2-P 氏に係留スペースを貸すことができた。2-P 氏は
係留代を月に 1000 円支払い、係留させてもらうことになった。このように、地
縁・血縁を持つ者に仲介してもらうことで、2-P 氏は「係留するスペースの制約」
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に対応していたことが分かった。しかし、その後に T 氏が舟屋を集落外の会社
に売却することになり、係留する権利を失ってしまうことになる。 
 
 
現在の係留スペース 
次に係留を依頼したのは 2-P 氏の隣人 U氏が所有する舟屋の前のスペースで
ある。2-P 氏は確かに地縁・血縁を有していないが。この頃になると近所づき合
いの中で地縁・血縁関係に取って代わるような信頼を獲得しており、無償で係留
させてもらうことができた。 
	
以上、「係留するスペースの制約」への対応の履歴を追うことで以下のことが
示唆された。 
 
（1）舟屋所有者と地縁関係を有する者が仲介に入ることで、集落に地縁・血縁
を有さない者が係留スペースを確保できる可能性 
 
（2）係留するスペースは自分が住まう家から近距離であった方が良い。舟屋所
有者であればその前のスペースに係留することができるが、係留するスペース
だけを確保したい者も存在することから、この事は示唆的である。 
 
（3）係留スペースは空間的なゆとりがあった方が好ましい事 
	 	
 64 
4-6-4 事例 2-P 氏の漁業技術の継承過程の詳細と障壁「経営的な困難」「漁業者
との関係性」「地縁関係の強さ」への対応 
 
2-P 氏の技術の継承過程の詳細を示す（図 4-16）。 
図 4-16 事例 2-P 氏 漁業技術の継承の詳細 
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4-6-2 節でも述べたように、2-P 氏は漁師になることを志した際に、インター
ネットで「延縄漁師募集」と検索をかけた結果、偶然伊根町の水産会社の社長X
氏が書いた「延縄漁師募集」の記事に辿り着いた。X氏は地縁関係にある観光協
会会長の Y 氏へ、弟子を取っても良い漁師の斡旋を依頼した。Y 氏は地縁関係
にあった漁師 W 氏に弟子取りの依頼をし、2-P との仲介を行った。2-P 氏は弟
子入りの依頼を行い、旗艦にして 2年間の弟子入りがスタート。2年間でW氏
から延縄漁の技術を伝授してもらい、漁業権も弟子入り期間中に取得し個人漁
師として独立した。 
	
4-6-5 「経営的な困難」への対応 
親方W氏と 2-P 氏の師弟関係がスタートし、W氏による延縄漁の技術の伝授
が始まったが、ここで障壁になるのは親方が弟子へ支払う給与が発生すること
による「経営的な困難」である。個人漁師は自身の食い扶持を稼ぐだけでも困難
を極め、通常であれば弟子を雇う余裕はない。そこでW氏は水産庁が設置して
いる「新規漁業就業者総合支援事業」の補助金を活用した。 
 
表 4-3 親方W氏が活用した補助金の概要（水産庁 HPより引用） 
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この制度は漁業の就業前後、両方に情報面の援助や資金面の援助を行う制度
である。W氏と 2-P 氏が活用したのは「長期研修支援」の「独立型」の補助金
である。形式としては親方W氏に研修費が支払われ、それが親方の持ち分と 2-
P 氏に支払われる給与に 2分される。2-P 氏は弟子入り 1年目は 18 万円、2年
目は 25万円を親方に入る研修費から持ち分として受け取っていた。 
以上より、2-P 氏は国の補助金を活用することにより「経営的な困難」に対応
し、漁業技術の継承に至っていた。 
 
 
4-6-6 「地縁関係の強さ」「漁業者との関係性」への対応 
地縁・血縁を有さない者が漁業技術を「転用有り」で継承する際には「地縁関
係の強さ」「漁業者との関係性」が障壁となる。2-P 氏が「技術は頑張り次第で
どうにでもなります。それ以外の部分、地域の人の信頼を得る作業みたいなのが
超大事です。…（中略）…僕は 4 年間で町の行事休んだのは一回だけですから
ね」と述べているように、地域の行事に積極的に参加したり、地区内の仕事を進
んで引き受けたりすることで、地域社会の中で、地縁・血縁に代わるような信頼
を獲得していた。 
 
以上より、2-P 氏は地縁・血縁に代わる信頼を獲得することで「地縁関係の強
さ」「漁業者との関係性」に対応して「転用有り」の継承に至っていることが分
かった。 
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4-7 小結 
第 4 章では、第 3 章で明らかになった障壁に対応して継承に至った事例の分
析を行い、円滑な継承を促した要因を明らかにした。継承至った漁業資産ごと
に、地縁血縁の有無、転用の有無、障壁への対応を整理した（図 4-17）。 
 まず、舟屋の継承においては「地縁関係の強さ故の不安」に、集落よりもさら
に小さな単位である「同地区」の地縁関係を有する信頼できる者に売買を依頼す
ることで対応し、転用有りの継承に至る事例が確認された。単純に同じ集落に住
んでいることによる縁故関係というよりも、さらに密な「向こう三軒両隣」の関
係の仲の者に舟屋を託していた。また、元の所有者との間に地縁関係を有する者
が仲介に入ることで対応し、地縁・血縁を有さない者が転用無しの継承に至る事
例も見られた。 
次に、船の継承においては、「維持管理費の高さ」へ補助金を活用して一定程
度対応する事例が確認された。また、「漁業者との関係性」、「地縁関係の強さ」
へは地縁・血縁を有さない者が漁業権所有者の権利名義を借りる形で対応し、転
用有りの継承に至っている事例が確認された。また、「係留するスペースの制約」
に、舟屋所有者と地縁関係を持つ者が係留を依頼して対応している事例も確認
されたが、これは舟屋と船の係留スペースが一体となっている伊根浦集落特有
の現象だと言える。 
そして、漁業技術の継承においては「経営的な困難」に対して、国や町の補助
金を活用しながら、あるいは定置網漁の会社で安定した収入を得ることで対応
し、転用無しの継承に至る事例が確認された。「地縁関係の強さ」に対しては、
地域の行事に積極的に参加する等して、地縁・血縁に代わる信頼を獲得すること
で対応し、地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承している事例が確認され
た。 
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図 4-17  漁業資産の継承パターン 
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	結論 
 
5-1 本研究のまとめ 
 本研究の総括として第 1章から第 4章までをまとめる。 
 
第 1 章では、研究の背景、研究の枠組みと目的、既往研究の整理と研究の位
置付け、論文の構成と調査方法、用語の定義を記した。 
第 2 章では、伊根町公式ホームページ文献等のレビューにより伊根浦集落の
概要を明らかにした後に、行政職員 K 氏へのヒアリングより観光地としての変
遷、取り組みを明らかにした。 
その結果として、伊根浦集落は平成 5 年にテレビドラマの舞台となったこと
をきっかけに舟屋景観を中心とした集落の価値が地域内外に認識され、重伝建
地区選定を経て、観光客の誘致を狙いとした施策や取り組みが増加したことが
明らかになった。それに伴い、舟屋の宿泊施設への転用や、船で湾内をめぐる海
上タクシーや釣り船の操業、漁具の見学など、漁業資産の転用が発生しているこ
とが分かった。しかし、転用されている漁業資産の実態を把握するために、行政
職員M氏、元観光協会職員 S氏へのヒアリングを行うと、漁業資産を所有・利
用できる者が制限されており、地域外からの移住者等が漁業資産を所有・利用し
難い状況も明らかになった。 
そこで、第 3 章では 2 章で転用が確認された舟屋、船、漁業技術、漁具の継
承に際する障壁について、漁業資産の所有者 17名への半構造化インタビューを
実施した。結果として、漁具を除く以下 3 点について明確な障壁の存在が確認
された。 
まず、舟屋は地縁・血縁を有さない者はもとより、地縁を有する者でも転用の
有無に関わらず、「地縁関係の強さ故の不安」が主な障壁として存在することが
明らかになった。また、その結果として、空き家となった舟屋の情報が公に流通
せず、地縁を有さない者の舟屋の継承を妨げていることが分かった。 
船は、転用無しの場合、地縁・血縁の有無に関わらず、状態の悪い中古船を譲
り受けることによって後々に修理費やメンテナンス等の「維持管理費の高さ」が
主な障壁として存在していた。転用有りの場合、観光客向けの釣り船や海上タク
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シー等としての利用が想定されるが、特に地縁・血縁を有さない者が継承する際
には、海の主利用者である「漁業者との関係性」「地縁関係の強さ」が主な障壁
となることが分かった。また、地縁・血縁を有さない者には転用の有無に関わら
ず「係留するスペースの制約」が付随することも分かった。 
そして、漁業技術は特に地縁・血縁を有さない者が転用無しで継承する場合、
弟子に着く親方の「経営的な困難」が、転用有りの場合、集落内の「地縁関係の
強さ」が主な障壁として存在していた。以上、舟屋・船・技術それぞれで継承の
障壁の細部は異なるが、主として地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承する
場合において、漁村地域特有の社会関係の強さが障壁となり、継承を妨げている
傾向があった。漁具においては明確な障壁が確認されなかった。これは、漁具が
流動性が高く、継承しやすい資産であることを示唆しており、漁村固有の環境や
景観を維持していく上で一つの鍵と言える。 
 
第 4 章では、第 3 章で明らかになった障壁に明確な対応をして継承に至った
事例の分析を行い、円滑な継承を促した要因を明らかにした。 
まず、舟屋の継承においては「地縁関係の強さ故の不安」に同地区の地縁関係
を有する信頼できる者に売買を依頼することで対応し、転用有りの継承に至る
事例が確認された。集落よりもさらに小さい単位である「地区」の中で売買が行
われており、集落内の知人関係というよりも「向こう三軒両隣」のより密な関係
性の中で舟屋が集約される可能性が示唆された。本研究中で確認されたのは 2
事例であるが、今後もこのような現象は発生していくと考えられる。また、元の
所有者との間に地縁関係を有する者が仲介に入ることで対応し、地縁・血縁を有
さない者が転用なしの継承に至る事例も見られた。公式の不動産流通機関が存
在しない代わりに、舟屋所有者と地縁を有する者が仲介機関となっていること
が分かった。 
次に、船の継承においては、「維持管理費の高さ」へ補助金を活用して一定程
度対応する事例が確認された。また、「漁業者との関係性」「地縁関係の強さ」へ
は地縁・血縁を有さない者が漁業権所有者の権利名義を借りる形で対応し、地
縁・血縁を有さない者が転用有りの継承に至っている事例が確認された。また、
「係留するスペースの制約」に、舟屋所有者と地縁関係をもつ者が係留を依頼し
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て対応している事例も確認されたが、これは舟屋と船の係留スペースが一体と
なっている伊根浦集落特有の現象だと言える。 
そして、漁業技術の継承においては「経営的な困難」に対して、国や町の補助
金を活用しながら、あるいは定置網漁の会社で安定した収入を得ることで対応
し、転用無しの継承に至る事例が確認された。「地縁関係の強さ」に対しては、
地域の行事に積極的に参加する等して、地縁・血縁に代わる信頼を獲得すること
で対応し、地縁・血縁を有さない者が転用有りで継承している事例が確認され
た。 
 
 
5-2 漁村景観を維持していく上での提言 
5-1 で総括したことを踏まえ、今後の伊根の漁村景観を維持していくための提
言を行う。第 3 章では継承する際の障壁を漁業資産ごとに把握した。その中で
も特に、転用有りの継承をする際に、地縁関係や権利関係等の社会関係の強さが
障壁となり、地縁・血縁を有さない者の継承を妨げている傾向があった。こうし
た障壁は漁村特有の共同体的意識の強さに起因すると考えられる。調査中、これ
を「漁村は閉鎖的」、「漁村は世間が狭い」と自虐する住民の方々にもお会いした
が、こうした社会関係の強さが確かに存在することで、地域固有の環境や景観を
ともすれば簡単に破壊しかねない外部要因のバリア機能を果たしていると肯定
的に捉えることもできる。伊根、ひいては漁村・漁村景観を今後も維持していく
ためには、こうした地域社会の“癖”を理解し、一定程度肯定した上で地域外の人
間が漁業資産を所有・利用できる余地を意図的に作り出していく必要があろう。
そのためのヒントを第 4章で垣間見ることができた。 
まず、舟屋においては、転用の有無に関わらず、また地縁・血縁を有さない者
はもとより地縁を有する者が継承する際にも「地縁関係の強さ」が主な障壁とし
て存在することが明らかになった。その障壁に対して、集落よりもさらに小さい
単位である「地区」を同じくする本当に信頼できる者に売買を依頼することで対
応している事例が確認された。本研究で確認されたのは 2 事例に過ぎないが、
このような事例は集落内でも他に存在すると推察され、舟屋は「向こう三軒両隣
り」のより密な関係性の中で集約されていく可能性が示唆された。この事象に鑑
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みると、例えば舟屋は地区単位で一定程度のまとまりを持って管理していく可
能性が検討できるだろう。地区内で、誰もが納得して舟屋を託せる人物を予め決
定しておき、その人物に集約機関に任命する。継承が成されない、あるいはその
予定の舟屋は集約機関となる人物にまずはプールしておき、地域外からの移住
者等で舟屋を所有・利用したい者が現れたら、その集約機関の判断で移住者をフ
ィルタリングする。行政は現在のように舟屋の改修費を支出するのは当然だが、
集約機関となる人物が同地区の者から舟屋を引き取る際の金額を補助する等の
サポートが考えられる。伊根の場合、舟屋を入手することはそのまま係留スペー
スの確保にもつながるので、舟屋の前に船が係留される船溜まりの景観をまと
まりのある形で維持することができるだろう。いずれにせよ舟屋の今後 5 年、
10年の維持管理の意向を網羅的に把握することは集落の高齢化率を考えれば急
務である。 
次に、船においては転用無しの場合、地縁・血縁の有無を問わず「維持管理費
の高さ」が主な障壁として存在し、これに対し町の補助金を活用して対応する事
例が見られた。行政が補助金を用意するのも活用するのも決して悪いわけでは
ないが、例えば利用しなくなった船をそのまま処分するのではなく、コンディシ
ョン、船種別に漁協主導で管理しておき、利用したい者が現れたら譲り渡す仕組
みの構築等は決して現実離れした案ではないと思われる。 
そして、漁業技術においては、定置網漁の会社に勤務して固定給を得ること
で、あるいは個人漁師に弟子入りして補助金を活用することで「経営的な困難」
に対応している事例が見られた。前者は余暇の時間を用いて個人漁の技術の習
得をしていた。いきなり個人漁業で独立することは大きなリスクが伴い、努力が
成果に直結するわけではない。たとえ漁業権を保持していたとしても、基本的に
は大型定置網漁の会社に従事するなどして、安定した収入を得つつ、その他の余
暇を利用して個人漁業を操業し、副収入を得ていく前者の方法が無難かつ確実
な方法だろう。地域としてはこうした道を選択する人間を増やすための戦略を
考える必要がある。例えば、少なくない初期投資を要するとされる船や漁具は前
述したように漁協、漁師主導ですぐに使えるような状態で管理しておき、新規漁
業就業希望者が現れたら、フィルタリングをかけた上で譲り渡していく等して
金銭的な負担を少しでも小さくすることが必要である。 
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今後も漁業者は減少する傾向が続いていくだろう。集落内には必要としなく
なった舟屋、船、係留スペース、権利等の遊休の漁業資産が自ずと増える。まず
はそういった漁業資産を把握すること。そして、来たる地域外からの移住者等の
ためにそうした漁業資産の流動性を高めておくことが求められる。 
 
 
5-3 今後の研究課題 
本研究では、漁業用途だけでなく、観光業等への転用を見込んだ継承の可能
性を検討したが、どこまで転用を許容するのかという「転用の度合い」につい
ては本研究の調査からは言及することができなかった。伊根は重伝建地区に選
定されているため外観が大きく変化することはないと思われるが、漁業利用さ
れている舟屋から成る景観と、観光利用されている舟屋から成る景観は決して
重ならないことは容易に想像がつく。今後はどこまで転用を許容するのかの線
引きを概念化できるような調査を追加して行う必要がある。また、それとも関
連するが、本研究では、調査対象者が所有する漁業資産が「いつから」「どの
ように利用されてきて」「どのように利用される予定なのか」という時間軸を
絡めた結果を詳細に得られなかった。今後の維持するべき漁村景観の理想像の
ヒントは過去を振り返ることで見つからないはずであり、そのような時間軸を
添えた調査も今後の課題である。 
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注釈 
 
注 1-1）「継承」の定義について定まったものは無いが、たとえば参考文献１-１）において地
井は「漁村地域においても、近代的な社会資本投資が行われるよりはるか前から、地域住民に
よる自律的な社会資本の蓄積が行われてきていた…（中略）…こうした自律的な社会資本の蓄
積は用具、漁具、漁船の建造にまで及ぶ広範囲に渡って行われてきた」と述べており、地縁・
血縁関係を有する社会集団の中で漁業資産の引き継ぎが行われてきたことが分かる。 
 
注 2-1）平成 27 年 4 月 1日現在。参考文献 2-1(pp2)参照 
注 2-2）平成 27 年 4 月 1日現在。参考文献 2-1(pp2)参照 
注 2-3）参考文献 2-2（pp1）参照 
注 3-1）聴取した内容をテキストベースにした上で、発言の趣旨を変えない程度に修正をし、
データとして用いている。表 3-4,表 3-5 についても同様である。 
注 3-2）参考文献 3-1（p101）参照。 
注 3-3）伊根町公式 HPを参照すると、2017 年 1 月 11 日現在で伊根町空き家バンクに登録
されている物件は伊根地区 1 軒（母屋のみ）、朝妻地区 4 軒、本庄地区 5 軒、筒川地区 3 軒
となっている。 
注 3-4)必要としなくなった船を処分する際は産廃物処理業者に依頼することになる。2-M 氏
の発言より。 
注 3-5）参考文献 3-2（p96-p97）参照。 
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